
 

 

厚生労働省は令和７年１

月 31日、令和６年 10月末

時点の外国人雇用について

の届出状況の取りまとめを

公表しました。 

日本で働く外国人は 2024

年 10月末時点で前年と比べ

12.4％増えて、230万 2,587

人に上り、過去最多を更新

しました。人手不足を背景

に、企業が外国人の採用を

強化しています。 

◆外国人労働者数は 230万

2,587人で、過去最多を更新 

外国人労働者数は 230万

2,587人で、前年比で 25万

3,912人増加し、届出が義務

化された平成 19年以降、過

去最多を更新しました。対

前年増加率は 12.4％と、前

年と同率でした。 

◆外国人を雇用する事業所

数も過去最多を更新 

外国人を雇用する事業所

数は 34万 2,087所で、前年

比２万 3,312所増加し、届

出の義務化以降、こちらも

過去最多を更新していま

す。対前年増加率は 7.3％

と、前年の 6.7％から 0.6 

ポイントの上昇でした。 

◆国籍別ではベトナムが 57

万 708人で昨年同様に最多 

国籍別ではベトナムが最

も多く 57万 708人で、外国

人労働者数全体の 24.8％を

占めています。次いで中国

40万 8,805人（全体の

17.8％）、フィリピン 24万

5,565人（全体の 10.7％）

の順となっています。 

◆在留資格別では、「専門

的・技術的分野の在留資

格」が 71万 8,812人で最多 

在留資格別では、「専門

的・技術的分野の在留資

格」が届出義務以降初めて

最多となり 71万 8,812人

で、前年比 12万 2,908人

（20.6％）の増加、次いで

「身分に基づく在留資格」

が 62万 9,117人で、前年比

１万 3,183人（2.1％）増

加、「技能実習」が 47万

725人で、前年比５万 8,224

人（14.1％）増加しまし

た。 

 

３月の税務と労務の

手続［提出先・納付先］ 

 
10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特

別徴収税額の納付［郵便

局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取

得届の提出＜前月以降に

採用した労働者がいる場

合＞ 

［公共職業安定所］ 

 

17 日 

○ 個人の青色申告承認申請

書の提出＜新規適用のも

の＞［税務署］ 

○ 個人の道府県民税および

市町村民税の申告［市区

町村］ 

○ 個人事業税の申告［税務

署］ 

○ 個人事業所税の申告［都・

市］ 

○ 贈与税の申告期限＜昨年

度分＞［税務署］ 

○ 所得税の確定申告期限

［税務署］ 

○ 確定申告税額の延納の届

出書の提出［税務署］ 

○ 財産債務調書、国外財産

調書の提出 

○ 総収入金額報告書の提出

［税務署］ 

 

31 日 

○ 健保・厚年保険料の納付

［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告

書の提出［年金事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納

付・納付計器使用状況報

告書の提出［公共職業安

定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出

（雇用保険の被保険者で

ない場合）＜雇入れ・離職

の翌月末日＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 個人事業者の消費税の確

定申告期限［税務署］ 

 

 

信頼回復の第一歩です。確か

な事実に基づき、冷静かつ真

摯に対応を行います。情報開

示の範囲は事案によって異

なりますが、社会的影響や被

害者保護、再発防止の観点か

ら判断していきます。 

③ 被害者対応 

不祥事によって被害を受

けた方々への対応も重要で

す。被害者の立場に立ち、誠

実に謝罪し、適切な補償を行

うことで、企業の責任を果た

します。信頼を取り戻すため

には、迅速かつ誠実な対応が

不可欠です。 

◆再発防止に取り組む 

初動対応のあとは、原因を

徹底調査し、内部統制の強化

や従業員教育など、再発防止

に取り組むことが重要です。

従業員の不祥事など考えた

くないことかもしれません。

ですが、誤った対応をしない

よう、準備をしておくことが

大切です。 

 

令和７年度の雇用保険料

率 

 厚生労働省は、令和 7年度

の雇用保険料率の案内を公

開しました。令和５年４月～

令和７年３月までの保険料

から 0.1%引き下げとなりま

した。 

◆一般の事業の雇用保険料

率 

労働者負担と事業主負担

あわせて 14.5／1,000 とな

ります（令和７年３月までは

15.5／1,000）。失業等給付・

育児休業給付の保険料率が

労働者負担・事業主負担とも

に６／ 1,000 から 5.5／

1,000に変更になったことで

0.1％引き下げられました。 

事業主のみ負担となる雇

用保険二事業の保険料率に

ついての変更はなく、3.5／

1,000です。 

◆農林水産・清酒製造の事業 

農林水産・清酒製造の事業

の雇用保険料率は労働者負

担と事業主負担あわせて

16.5／1,000となります（令

和７年３月までは 17.5／

1,000）。 

◆建設の事業 

建設の事業は労働者負担

と事業主負担あわせて 17.5

／1,000となります（令和７

年３月までは 18.5／1,000）。 

 

外国人労働者数が約 230

万人と過去最多を更新 
～厚生労働省「「外国人雇用

状況」の届出状況まとめ」よ

り 

従業員の不祥事発覚時の

初動対応 

◆初動対応の基本 

従業員による不祥事が発

覚した場合、企業がその対応

を誤ると、社内外からの信用

を大きく損ねてしまう可能

性があります。被害を最小限

とするために、基本的な対応

策を押さえておきましょう。 

① 担当者を選任し、事実関

係を把握 

まずは事実関係を迅速に

把握することが重要です。担

当者を選任し、調査に当たり

ます。関係者へのヒアリング

や関連資料の確認を通じて、

正確な情報を収集しましょ

う。その際、誰が、どのよう

に調査を行うのかには慎重

な判断が必要です。専門家に

相談することも視野に入れ

ておきましょう。社外からの

問合せが想定される状況で

あれば、対応方針を決めてお

くのも重要です。 

② 情報開示とコミュニケ

ーション 

不祥事の事実が確認され

たら、速やかに情報開示を行

います。被害者、株主や取引

先、従業員などに対して、誠

実かつ透明性のあるコミュ

ニケーションを図ることが
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